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日経 225mini 価格ジャンプと米国経済指標ニュース 

 

吉田 靖* 

 

1 はじめに 

大阪取引所に上場されている日経 225mini は日経平均株価（日経 225）を対象とした株

価指数先物取引であり，その対象である日経平均株価は，東京証券取引所プライム市場に上場

されている 225 銘柄の株価により算出されている．したがって，大阪取引所の夜間立会の時

間帯は，東京証券取引所プライム市場では取引がなく，日経平均株価の算出もないので日中立

会とは異なる条件での取引となっている．特に夜間立会の時間帯には米国経済指標の発表時

刻が含まれているため，これらの影響を受けて先物市場の価格が変動すると考えられる．本稿

では，日経 225mini の価格の確率過程モデルとしてジャンプを含めたモデルを導入し，その

夜間立会の時間帯において，米国経済指標のニュースを反映してジャンプが発生しているかど

うかを，高頻度の約定データにより分析することを目的とする． 

 

2 ジャンプの検出方法 

 Maneesoonthorn et al.(2020)は，高頻度データによるジャンプの検出方法の広範囲

なサーベイを行っている．彼らによれば，マイクロストラクチャーノイズのみを考慮する場合，5

秒間隔データによる Lee and Mykland（2012）と Aït-Sahalia et al.(2012)の方法を

推奨している。ただし、マイクロストラクチャーノイズが存在しない場合には，時間間隔が非常

に短く，価格ジャンプが大きく，ボラティリティージャンプが存在しない場合に限定している．

ボラティリティージャンプがある場合は Andersen et al.（2012）の方法を推奨している． 

しかし，これらのうち Lee and Mykland（2012）はボラティリティーを一定と仮定してい

ることと，その他の方法はジャンプを除いたボラティリティーの推計を主目的としジャンプが

発生する時点の特定には問題があるため，本稿の目的に沿ったものとしてはジャンプ発生時

点の特定に優位がある Lee and Mykland（2008）の方法を採用する．ただし，この方法は

マイクロストラクチャーノイズが存在する場合に問題がある可能性があるため，時間間隔を 1

秒，5 秒，10 秒，30 秒，1 分の 5 とおりとして，検証する． 

この Lee and Mykland（2008）の方法を簡潔に紹介すると，バイパワーバリエーション

により推計したボラティリティーでリターンを除した値が，信頼係数に応じた閾値を超えたと

きにジャンプが発生したとするものである．この手法は The YUIMA Project1により，関数

lm.jumptest()として実装されているが，本稿ではジャンプが存在するとき，その時刻を取

得できるものの提供を受けて用いている．  

 

* 東京経済大学 経営学部 教授，統計数理研究所 客員教授 

1 https://yuimaproject.com/ を参照． 
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3 使用するデータ 

 本稿で対象とする銘柄は大阪取引所の日経 225mini の中で，取引が多い 3 月限，6 月限，

9 月限，12 月限で 2023 年に満期となるものとする．また，満期日の 1 取引日前の夜間立会

終了時に限月交代するとして，具体的には次の期間の約定価格を用いる． 

・2023 年 3 月限：2022 年 12 月 8 日 8 時 45 分 1 秒から 2023 年 3 月 9 日 5 時 55 分 0 秒まで 

・2023 年 6 月限：3 月 9 日 8 時 45 分 1 秒から 6 月 8 日 5 時 55 分 0 秒まで 

・2023 年 9 月限：6 月 8 日 8 時 45 分 1 秒から 9 月 7 日 5 時 55 分 0 秒まで 

・2023 年 12 月限：9 月 7 日 8 時 45 分 1 秒から 12 月 7 日 5 時 55 分 0 秒まで 

 

1 秒間隔のデータを作成するにあたって，該当する 1 秒間の中で最後に約定した価格を採

用する．1 秒間に取引がない場合は取引が

ある時刻まで遡りその価格とする．この価

格の自然対数を関数 lm.jumptest()の引

数とする．約定価格の出所は日本経済新聞

社のティックデータである． 

 図 1 に分析期間中の約定価格と，1 秒間

隔および 1 分間隔のリターンの推移を示

す．日経 225mini のティックサイズは 5

円であるため，リターンをプロットすると横

縞のようなグラフになる．1 秒間のグラフか

ら変化が激しいときはほぼ同一時刻に上下

にスパイク状になっていることもわかる．1

分間のリターンは 1 秒間より最大値・最小

値の幅は広がるが，相対的には分布の中心

に集まる傾向があり，上下にプロットが連な

っているスパイクは少なくなっている． 

 

4 検証結果 

 第 2 節で紹介した Lee and Mykland

（2008）の方法では，バイパワーバリエーシ

ョンを算出する際のウインドウのサイズ（K）

を決定しておく必要がある．彼らの推奨す

る算出方法に従い，年間の取引日数を 246 日

とすると，1 秒間隔では 4611，5 秒間隔では

2062，10 秒間隔では 1458，30 秒間隔で

は 842，1 分間隔では 596 となるのでこれらの値を用いる．また，信頼係数は 99％とする． 

図 1 日経平均 mini の取引価格の対数の推移（上），1 秒間隔の
リターンの推移（中）と 1 分間隔のリターンの推移（下） 
筆者作成 



先物・オプションレポート 2025 年 3 月号 

 

3 

 

 表 1 に各計測頻度により検出されたジャンプの発生件数を時間帯別にまとめている．時間間

隔が短いほどジャンプが多くなるのは自然ではあるが，特に 1 秒間隔の多さは際立っており，

マイクロストラクチャーノイズをジャンプとして検出している可能性がある．さらに日中立会と

夜間立会を比較すると，1 秒間隔の夜間立会は極めて多くなっている．しかし，5 秒間隔の件

数合計は差が大幅に縮小し，10 秒より大きい間隔では日中立会の件数の方が多い．時間帯別

に見ると，特に 8 時台および 9 時台の減少が他の時間帯よりも緩やかであり，1 分間隔では

16 時台も含めて多くなっており，8 時台・16 時台の取引時間の短さを考慮すればさらに顕著

になり，寄付の時間帯は他の時間帯と価格変動が異なる可能性がある．逆に，夜間立会の 16

時台以外の時間帯では，時間間隔を大きくするとジャンプの発生件数が急激に減少している．

本稿の以後の分析ではマイクロストラクチャーノイズによる影響が少ないと考えられる 1 分間

隔のデータを用いることとする． 

 

表 1 計測頻度とジャンプの発生状況 

 

(注) 分析対象期間では 5 時台のザラバの取引時間は 55 分間，8 時台は 15 分間，16 時台は 30 分間であるが，そのま

まの件数を掲載している．最大発生件数は 1 日の当該時間帯における最大の件数である． 

筆者作成 

 

 本稿のように，マクロ経済指標のニュースと先物市場でのジャンプの関係を検証している先

行研究として，Evans（2011）があり，約 8 年間の S&P500 E-Mini,10 年ものの米国債お

よびユーロドルの先物市場に関して，検出されたジャンプの約 3 分の 1 が米国のマクロ経済ニ

ュースの発表に対応していることを実証している． 

本稿の分析期間は約 1 年であり，Evans（2011）のようなニュースとの関連を統計的に実

証するには十分ではないため，記述的ではあるが，表 2 に主要な米国経済指標の発表時間帯

である日本時間の 0 時台，3 時から 4 時台，21 時から 23 時台の時間帯にジャンプが 1 件

以上検出された日をすべて掲載し，その 1 時間区切りの時間内に米国の主要経済指標のニュ

ースがあった場合は，指標名を添えている．  

時間帯 発生件数 発生日数
最大

発生件数
発生件数 発生日数

最大
発生件数

発生件数 発生日数
最大

発生件数
発生件数 発生日数

最大
発生件数

発生件数 発生日数
最大

発生件数

0時台 6,426 237 315 218 84 27 139 64 13 47 31 6 23 16 4

1時台 20,287 244 309 96 57 18 45 23 16 12 10 2 2 2 1

2時台 35,691 244 405 297 111 26 55 29 11 18 10 7 12 7 5

3時台 38,600 243 339 741 164 60 121 52 13 23 15 4 16 9 4

4時台 43,336 242 388 1,082 194 41 238 82 32 22 13 7 14 7 6

5時台 38,292 243 320 1,220 163 89 326 56 59 8 7 2 5 5 1

8時台 21,163 244 228 1,339 237 61 545 218 23 190 155 5 131 124 3

9時台 7,436 246 116 2,742 240 33 1,646 235 27 462 179 17 233 122 11

10時台 754 210 22 146 87 7 108 60 7 56 32 5 35 24 5

11時台 1,955 225 159 51 25 13 31 17 6 28 19 3 15 11 2

12時台 17,084 243 369 165 65 27 52 17 19 37 17 9 24 13 6

13時台 13,013 236 334 113 65 9 25 14 4 10 7 2 8 6 3

14時台 22,436 244 441 169 100 5 37 29 3 5 5 1 1 1 1

15時台 3,281 220 119 94 67 5 50 40 3 6 6 1 4 4 1

16時台 2,044 234 171 242 194 15 197 177 6 113 111 2 77 75 2

17時台 5,084 236 229 87 54 10 39 28 4 2 1 2 1 1 1

18時台 18,637 240 329 42 28 4 15 12 2 4 3 2 1 1 1

19時台 33,400 241 343 77 48 6 8 6 2 3 3 1 0 0 0

20時台 39,617 244 347 244 99 56 11 10 2 0 0 0 0 0 0

21時台 45,189 243 386 629 157 57 156 62 11 36 21 5 13 11 2

22時台 31,441 240 363 756 191 38 324 142 12 69 39 6 38 25 4

23時台 14,005 225 378 546 165 36 268 124 12 63 43 6 29 24 2

日中
立会

87,122 4,819 2,494 794 451

ナイト
セッション

372,049 6,277 1,942 420 231

合計 459,171 11,096 4,436 1,214 682

1秒間隔 5秒間隔 10秒間隔 30秒間隔 1分間隔
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表 2 ジャンプ発生時点の主要な米国経済指標のニュース 

 

(注) 日本時間の 0 時台，3 時から 4 時台，21 時から 23 時台の時間帯にジャンプが検出された日をすべて掲載し，そ

の 1 時間区切りの時間内に米国の主要経済指標のニュースがあった場合は，指標名を掲載している． 

筆者作成 

 

表 2 では 80 日の日付がピックアップされ，そのうち，過半数の 55 件では米国の主要な経

済指標のいずれかが発表されており，何らかの影響があることが示唆される．ただし，本稿で

はジャンプの時間帯の 1 時間における指標の発表を機械的にピックアップしているので，厳密

に発表時刻直後にジャンプしているかの検証は十分ではない．また，一般的には経済指標に関

する事前のコンセンサス予想と実際の発表との乖離により，価格の変動が発生すると考えられ

るが，その乖離幅などのニュースの内容とジャンプの大きさとの対比は行っていない．さらに，

表 2 に掲載されている指標の発表があるにもかかわらず，ジャンプが検出されていない日も

日 付 発表時刻  経 済 指 標 日 付 発表時刻  経 済 指 標

2022年12月09日 22:30 卸売物価指数(PPI) 2023年05月01日 23:00 ISM製造業景況指数

2022年12月13日 22:30 消費者物価指数(CPI) 2023年05月02日 23:00 雇用動態調査(JOLTS)求人件数

2022年12月15日 4:00 連邦公開市場委員会(FOMC) 2023年05月09日

2022年12月23日 22:30 四半期実質国内総生産(GDP) 2023年05月10日 21:30 消費者物価指数(CPI)

22:30 新規失業保険申請件数 2023年05月12日 23:00 ミシガン大学消費者態度指数
2022年12月28日 2023年05月15日 21:30 ニューヨーク連銀製造業景気指数
2022年12月29日 0:00 リッチモンド連銀製造業指数 2023年05月16日 22:15 鉱工業生産
2023年01月04日 0:00 ISM製造業景況指数 2023年05月22日

4:00 連邦公開市場委員会(FOMC) 2023年06月02日 21:30 非農業部門雇用者数，失業率
2023年01月05日 2023年06月05日 23:00 ISM製造業景況指数

2023年01月06日 22:30 非農業部門雇用者数，失業率 2023年06月13日 21:30 消費者物価指数(CPI)

2023年01月07日 0:00 ISM非製造業景況指数 2023年07月13日

2023年01月10日 23:00 FRB議長発言 2023年07月18日 22:15 鉱工業生産
2023年01月12日 22:30 消費者物価指数(CPI) 2023年07月21日

2023年01月17日 2023年07月24日 22:45 購買担当者景気指数(PMI)

2023年01月18日 2023年07月27日 3:00 連邦公開市場委員会(FOMC)

2023年01月20日 2023年08月02日

2023年01月21日 2023年08月04日 21:30 非農業部門雇用者数，失業率
2023年01月26日 2023年08月10日 21:30 消費者物価指数(CPI)

2023年01月27日 22:30 個人消費支出デフレーター 2023年08月22日 23:00 リッチモンド連銀製造業指数
2023年01月31日 22:30 四半期雇用コスト指数 2023年09月09日

2023年02月02日 4:00 連邦公開市場委員会(FOMC) 2023年09月13日 21:30 消費者物価指数(CPI)

2023年02月03日 22:30 非農業部門雇用者数，失業率 2023年09月21日 3:00 連邦公開市場委員会(FOMC)

2023年02月08日 2:00 FRB議長発言 2023年09月27日

2023年02月14日 22:30 消費者物価指数(CPI) 2023年10月03日 23:00 雇用動態調査(JOLTS)求人件数

2023年02月15日 22:30 小売売上高 2023年10月06日 21:30 非農業部門雇用者数，失業率
2023年02月16日 2023年10月23日

2023年02月21日 23:45 購買担当者景気指数(PMI) 2023年10月30日

2023年02月22日 2023年11月10日

2023年02月23日 4:00 連邦公開市場委員会(FOMC)議事要旨 2023年11月14日 22:30 消費者物価指数(CPI)

2023年02月24日 22:30 個人消費支出デフレーター 2023年11月21日 0:00 景気先行指標総合指数
2023年03月04日 0:00 ISM非製造業景況指数 2023年11月22日 0:00 中古住宅販売件数
2023年03月08日 0:00 FRB議長発言 2023年11月23日 0:00 ミシガン大学消費者態度指数
2023年03月09日 0:00 FRB議長発言 2023年11月29日

2023年03月17日 2023年12月05日 0:00 製造業新規受注
2023年03月23日 3:00 連邦公開市場委員会(FOMC)

2023年03月24日

2023年04月03日 23:00 ISM非製造業景況指数

2023年04月04日 23:00 製造業新規受注
2023年04月07日 21:30 非農業部門雇用者数，失業率
2023年04月12日 21:30 消費者物価指数(CPI)

2023年04月13日

2023年04月14日 23:00 ミシガン大学消費者態度指数
2023年04月18日

2023年04月21日 22:45 購買担当者景気指数(PMI)

2023年04月25日 22:00 住宅価格指数
2023年04月27日
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あるが，この問題の検証は行っていない． 

  以上のような問題は残るものの，本稿の検証方法により，日経 225mini の取引価格は夜

間立会において，米国経済指標のニュースによって，ジャンプが発生している可能性を一定程

度示すものになっていると考えられる． 

 

5 おわりに 

本稿では大阪取引所の日経 225mini の 2023 年 3 月限，6 月限，9 月限，12 月限の約

1 年間の高頻度の取引価格データにより，東京証券取引所での現物株式の取引が行われてい

ない夜間立会の時間帯で米国経済指標のニュースを反映してジャンプが発生しているかを検

証した．ジャンプの検出方法として採用した Lee and Mykland（2008）の方法では，時系

列データの頻度の選択が重要であることが確認された．ニュースとジャンプとの関連を計量的

に把握することは今後の課題として残されている．さらにその中で，日経 225mini の反応は

米国経済指標のニュースによる日経平均の構成銘柄のファンダメンタルズの変化を反映した

ものなのか，単に米国の株価指数に連動しているものなのかを検証する必要がある． 

一方で，日本国内のニュースに関しては本稿としては範囲外としているが，先物市場の価格

発見機能を検証する上では重要なテーマである．付表に分析対象期間中のすべての時間帯に

おけるジャンプの発生状況を示しているが，一例として， 2022 年 12 月 20 日の 12 時台

は現物取引のない時間帯としては夜間立会と共通してはいるが，日本銀行の金融政策決定会

合直後にイールドカーブコントロールの修正に関するニュースがあったためジャンプが発生し

ていると考えられる．このジャンプは 10 分間程度継続して発生しており，ジャンプではあるが，

ニュースによって発生件数にも違いがある現象も見られる． 

また，日本国内の経済指標は消費者物価指数，GDP，日銀短観など朝方に発表される指標

が多く，このような寄付の時間帯は経済指標のニュースがなくても多くのジャンプが検出され

ており，この対応が必要である．改善策としては，ジャンプを検出する他の方法での検証や，デ

ータとして取引価格を用いているため，5 円の整数倍での価格変化になる点を Gatheral 

and Oomen(2010)のマイクロプライスを用いて改善する等があり，ＪＰＸ総研が提供する

ITCH バイナリデータでの検証を今後行う予定である． 
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付表 1 2022 年 12 月 8 日から 2023 年 5 月 31 日のジャンプの発生状況 

(注)ジャンプが発生していない日は省略している．また，取引時間中にジャンプが 0 であった時間帯と，取引時間外を区別
せずに空白にしている． 
筆者作成 

日付 0時台 1時台 2時台 3時台 4時台 5時台 8時台 9時台 10時台 11時台 12時台 13時台 14時台 15時台 16時台 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台

2022年12月08日 1 1

2022年12月09日 1 2

2022年12月12日 1

2022年12月13日 1 4

2022年12月15日 6 1

2022年12月16日 1

2022年12月19日 1

2022年12月20日 2 6

2022年12月21日 2 1 1

2022年12月22日 1

2022年12月23日 2

2022年12月27日 2 5

2022年12月28日 1 1 1

2022年12月29日 1 3

2022年12月30日 1 3

2023年01月04日 1 1

2023年01月05日 3 1 1 1

2023年01月06日 1 1 2

2023年01月07日 1

2023年01月10日 1 2

2023年01月11日 1 1

2023年01月12日 1 2 1 3

2023年01月16日 1

2023年01月17日 1 6 1

2023年01月18日 1 1 2

2023年01月19日 1

2023年01月20日 1 1 1

2023年01月21日 1

2023年01月23日 1

2023年01月24日 1 1

2023年01月25日 1

2023年01月26日 1 1

2023年01月27日 1 1

2023年01月30日 1 1 1

2023年01月31日 1

2023年02月02日 3

2023年02月03日 1 1 2

2023年02月04日 1

2023年02月06日 1

2023年02月07日 1 1 1

2023年02月08日 2 2

2023年02月09日 1 1

2023年02月10日 1 2 1

2023年02月13日 1 1 1

2023年02月14日 1 3

2023年02月15日 1 1 1 1

2023年02月16日 1 1

2023年02月20日 1 1

2023年02月21日 2 2 1

2023年02月22日 1 1 1 1

2023年02月23日 1

2023年02月24日 1 1 2 2

2023年02月27日 1

2023年02月28日 1

2023年03月01日 1 2

2023年03月02日 1 1

2023年03月03日 1

2023年03月04日 2

2023年03月06日 1 2

2023年03月07日 1 2

2023年03月08日 4 1

2023年03月09日 2 1 1 1

2023年03月10日 1 1 1

2023年03月13日 1

2023年03月15日 1

2023年03月17日 1 1

2023年03月20日 1 1

2023年03月22日 1

2023年03月23日 4

2023年03月24日 1 1

2023年03月27日 1

2023年03月30日 1 2 1

2023年03月31日 2

2023年04月03日 1

2023年04月04日 1 2 1

2023年04月06日 1

2023年04月07日 1 2

2023年04月10日 1 1 1

2023年04月11日 1

2023年04月12日 2 1

2023年04月13日 1 1

2023年04月14日 1

2023年04月15日 1

2023年04月18日 1 1

2023年04月19日 1

2023年04月20日 1 2 1

2023年04月21日 1 1 1 2

2023年04月24日 1

2023年04月25日 3 1 1

2023年04月26日 1

2023年04月27日 1

2023年04月28日 1 3

2023年05月01日 1 1

2023年05月02日 1

2023年05月08日 1

2023年05月09日 1 1

2023年05月10日 1 1

2023年05月12日 1 1

2023年05月15日 1 1 1

2023年05月16日 1 1

2023年05月17日 1

2023年05月18日 2 1 1

2023年05月19日 2 1

2023年05月22日 1 1 1

2023年05月23日 1 1 1 3 1

2023年05月24日 1 1

2023年05月25日 1 1

2023年05月26日 1

2023年05月29日 1 1

2023年05月30日 1 11 1

2023年05月31日 1 1 1
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付表 2 2023 年 6 月 1 日から 2023 年 12 月 7 日のジャンプの発生状況 

(注)ジャンプが発生していない日は省略している．また，取引時間中にジャンプが 0 であった時間帯と，取引時間外を区別
せずに空白にしている． 
筆者作成 

日付 0時台 1時台 2時台 3時台 4時台 5時台 8時台 9時台 10時台 11時台 12時台 13時台 14時台 15時台 16時台 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台

2023年06月01日 1 1 1

2023年06月02日 1 1 1 1

2023年06月05日 1 1

2023年06月06日 1

2023年06月07日 1 1 5

2023年06月08日 2 1

2023年06月09日 1 2

2023年06月12日 1 1 1 1

2023年06月13日 1 1 1 1

2023年06月14日 1

2023年06月15日 1

2023年06月16日 1 2 1

2023年06月19日 1 2 1 1

2023年06月20日 1 3 1

2023年06月21日 1

2023年06月22日 1 1 1

2023年06月23日 5

2023年06月26日 1 1 1

2023年06月27日 1 1

2023年06月28日 1 1 1 1

2023年06月29日 1

2023年06月30日 1 1 1

2023年07月03日 1 3 1

2023年07月04日 1 1 1

2023年07月05日 1 11 1

2023年07月06日 1 2 1 1

2023年07月07日 1

2023年07月10日 2

2023年07月11日 1 1 1 1

2023年07月12日 1 4

2023年07月13日 1 1 1

2023年07月14日 1 6

2023年07月18日 3 1 1

2023年07月19日 1 1 1

2023年07月20日 2

2023年07月21日 1 1 6 2

2023年07月24日 1 2 1

2023年07月25日 2

2023年07月26日 2 4

2023年07月27日 1 1

2023年07月28日 5 1 3 1

2023年07月31日 1

2023年08月01日 2 1

2023年08月02日 1 1 2 1

2023年08月03日 1 2 1

2023年08月04日 1 1 1

2023年08月07日 2

2023年08月08日 2 1

2023年08月09日 1 1 1

2023年08月10日 1 1

2023年08月14日 1

2023年08月15日 2 1

2023年08月16日 4 1

2023年08月17日 1

2023年08月18日 2 1

2023年08月21日 2 2

2023年08月22日 1 1 1

2023年08月23日 1

2023年08月24日 1 1 1

2023年08月25日 1 1

2023年08月28日 1

2023年08月29日 1

2023年08月31日 1

2023年09月04日 1 1

2023年09月05日 1 3 1 1

2023年09月07日 1 1

2023年09月08日 1 3

2023年09月09日 1

2023年09月11日 1 4 1 1

2023年09月12日 1 1

2023年09月13日 1 2 1 1 1

2023年09月14日 1

2023年09月15日 1 1

2023年09月20日 1 1

2023年09月21日 2 1

2023年09月22日 3 1 1 1

2023年09月25日 1 1

2023年09月26日 2 1

2023年09月27日 1 1 1

2023年09月28日 1 2

2023年10月02日 1 1 1

2023年10月03日 2 2

2023年10月04日 1 1

2023年10月05日 1

2023年10月06日 2 1

2023年10月10日 1

2023年10月11日 1 1 1

2023年10月12日 1 1

2023年10月13日 1

2023年10月16日 2

2023年10月17日 1 1 4

2023年10月19日 1

2023年10月20日 1 1

2023年10月23日 1 1 1 1

2023年10月24日 1 1

2023年10月26日 1

2023年10月27日 1 1

2023年10月30日 2

2023年10月31日 2 1

2023年11月02日 1

2023年11月06日 1

2023年11月07日 1 1 1 1

2023年11月08日 1

2023年11月09日 3

2023年11月10日 3 1

2023年11月14日 1 1 2

2023年11月15日 1

2023年11月17日 1

2023年11月20日 4

2023年11月21日 1 1 1

2023年11月22日 1 1 1

2023年11月23日 1

2023年11月24日 1

2023年11月27日 5 1

2023年11月28日 2

2023年11月29日 1 1 1

2023年11月30日 2

2023年12月04日 1 2 1 1

2023年12月05日 1 1 2 1

2023年12月06日 1
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